
外来医療における紹介受診重点医療機関について 

 

１ 外来機能報告制度について 

  令和 3年 5月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するため

の医療法等の一部を改正する法律」（令和 3年法律第 49号）が成立・公布され、「紹介

受診重点医療機関」を明確化し、地域の外来機能の明確化・連携に向けて地域の協議の

場で議論を進めるために、外来の実施状況に着目した報告を医療機関から実施してもら

う制度(令和 4年 4月 1日施行)。 

 

２ 紹介受診重点医療機関について 

  外来機能の明確化・連携を強化し、患者の流れの円滑化を図るため、「医療資源を重

点的に活用する外来※」を地域で基幹的に担う医療機関のことを指し、かかりつけ医等

からの紹介状を持つ紹介患者への外来を基本とする。 

  ※ がん手術処置や化学療法等を必要とする外来、放射線治療等の高額な医療機器・設備が必要な

外来のこと。 

 

３ 公表及び現況確認 

① 医療機関が報告される「外来機能報告」の結果から紹介受診重点医療機関となる要件（基準等）  

   厚生労働省の「外来機能報告等に関するガイドライン」より、外来機能報告データ

による「医療機関の意向」及び「重点外来の基準」を確認した上、地域医療構想調整

会議のもと、協議が整った医療機関を公表することとしている。 
 
《重点外来の基準》 

医療資源を重点的に活用する外来（重点外来）に関する基準（ＡかつＢを満たす） 

Ａ：初診の外来件数のうち「重点外来」の件数の占める割合 n≧40% 

Ｂ：再診の外来件数のうち「重点外来」の件数の占める割合 n≧25% 
 

※参考とする基準(上記を満たさない医療機関においては、紹介率・逆紹介率を参考とする。) 

  紹介率：n≧50% 及び 逆紹介率：n≧40% 

 

② 公表済み医療機関の現況確認等 

公表済み医療機関及び新規公表希望の医療機関は以下のとおり取り扱うこととなっ

ている。（厚生労働省ＱＡ） 
 
⚫ 公表済みの医療機関は、毎年度の現況確認による地域医療構想調整会議での協議

が必要。 

⚫ 新規公表希望の医療機関は、地域医療構想調整会議で協議が必要。 

※協議が完了した後に公表を行う。 

 

【参 考】 

◎府内の紹介受診重点医療機関（別添のとおり） 

⚫ 令和５年８月に府内２３医療機関を公表済み。 

⚫ 令和５年度の地域医療構想調整会議にて、新規公表希望１病院及び公表辞退１病

院があったため、令和６年４月に府内２３医療機関を公表予定。 

資料２ 


